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現代日本税制における個人重課の性格

遠　藤　三　郎

まえがき

第一節　賃銀所得とその他の所得

第二節　租税転嫁と国家経費

第三節　個人所得課税

第四節　個人事業（所得）課税

第五節　所得課税の補完

む　す　び

ま　え　が　き

　「長期税制改正に関する答中」（1971．7．30）は，一般消費税（付加価値税）の

導入＝所得課税の補完としての逆進的大衆課税の導入，地方税住民税の国税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くり
所得税の付加税化などを柱として，高負担税制への志向を強めて来ている。

　この小論では，直接，このような70年代の日本税制を対象とする「政策科

学」的意図をもつものではない。

　わが国においては，戦後財政の「民主化」のなかで，未だ多くの汚職事件

の摘発にみられるように非民主的な多くの問題が存在し，あるいは，かえっ

てその傾向を強めているとさえいえるかも知れない。それにもかかわらず，

戦後財政の民主化は，戦争財政のテコとなった赤字国債の発行を抑制する新

しい財政法による「健全財政主議」，国税・地方税を通ずる「租税法律主義」

にもとずく，中告納税制度に拠る直接税を中心とする総合・累進課税，など

一定の民主化が実現したといえよう。
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　先に指摘した今日の「官僚制」に起因する税・財政の非民主的要素は，こ

のような「民主化」の過程で払拭し切れなかった，戦時体制としてのxX源泉

徴収制度NXのような残津とxX民主的な装kXの下で複活した「ブルジョア国家

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
の権力装置“（「虎の巻」徴税，徴税番号コンピューター等の合理化徴税機構体制）

としての財政制度との合成体である。

　すなわち，戦後復興を完了した「産業」は，「高度成長」のための財源を

大きく「国家」に依存することとなり，殊に，財政については，所得税納税

人口約3，000万人，有業人口の約6．2割（昭和10年では3割）という大衆課税，

政策減税としての「租税特別措置」は1950（昭和25）年，建設業に関する

「完成工虫：補償引当金」あるいは「船舶修繕引当金」が損金算入が認められ

ると造船業，家電業，製鉄，板ガラスと次々と各種引当金（留保利潤）の税

金経理が拡大されるというように，1970年では，国税だけで143種，国，地

方税を合せると，6，521億円C71年予算では，同7，514億円）となっている。

これによって，X”負担の公平N・（民主的保障）を形骸化し，「資本蓄積税制」

（財政）が確立していった。

　このような民主化に逆ffする税制の経過は，弱いところに集中的にあらわ

れ，国税所得税における課税最低限層から急カーヴで上昇する超過累進課税，

地方税としての住民の所得課税の地域的不域等の問題であった。

　第一の問題については，70年度税制改工Eで，課税最低限の100万円への引

上げ，税率刻みの改正によって，また，地方税の地域的不均等については，

71年度までの時限立法措是によって，一応解決済みとして，冒頭に指摘した

xX

長期税制答申，xは高負担税制を提唱しているのであるが，果して，そうで

あろうか，本稿は，この点に焦点を絞って，大衆ifi：課の実態を具体的に明ら

かにし，問題点を指摘することとしたい。

注｛1）1971（昭和46）年の◇長期税制の答申xxの基本的方向は，専門学者のほぼ1力年

　　にわたる審議をもとに2力年にわたる委員30人（銀行，証券の4人を含む，財界

　　人11人，大蔵，通産，自治等各省のOBが中心で労組代表はわずかに2人）政府
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　（官僚）と与党とのNXなれあいxNから，すでに1年も前に閣議決定されている

　「新経済社会展計画」を土台に，この計画にもり込まれた租税負担率の引上げ，

公共投資を追認するところにある。

　　すなわち，いうところの「高負担・高福祉」財政は，所得税，法人税（結果は

転嫁される）間接税中就中一般消費税（完全消費者転嫁）のすべてにおいて増税

　しようとするものである。

　　したがって，負担の増は専ら，個人課税にすなわち個人所得税とその補完とし

てのす大衆消費課税に依存するという極めて問題の多いものである。

　　如何なる論理によるとしても法人課税については，依然擬制説を堅持し，昭和

30年代の初めより，低率への戻しを検討し，あわせて金融政策よりも特別償却延

納利子税の調整（特別減免税）をNX有効化NNするとされている。

　　これに対して，個人所得課税およびその補完としての消費税については，すで

　に定着しつつある物価調整減税を否定し，低所得納税階層の重負担感を「客観的

事実」に反するとしてしりぞけ，垂直的な公平負担超過累進税率による負担増の

方向を慎重に回避し，水平的負担の公平化の問題として，逆進的消費課税の増徴

　を「所得水準の向上と消費の多様化」によって合理化している。これは，xN生活

必要最低限xNを50％上回る課税最低限，「所得水準の向上と消費の多様化」とい

　う実は科学的に検討済でない悪質のムード作りを少くともその効果としてもっ。

　　詳論は拙稿「高負担税制と地方税」（『都市問題研究』1971．9．参照）。なお，同

　調査会の7月末日の「答申」は，基本的には上述と変らないが，世論，その他を

配慮して，若干の変更が加えられた。

　　その主なる点は，「所得税負担の累増を緩和するための租税政策の運営上，所

　得税の減税を重視することが必要」であると述べて，課税最低限の物価生活水準

　の向上に見合った「見直し」といわゆる中堅層の超過累進税率の緩和をあげてい

　る。しかし，他方では住民税の所得課税としての性格が一層明確にされ所得割の

　超過累進税率引上げと，廃止が指摘されていた均等割の引上げが打出されてい

　る。

　　また法人税については，法人擬制説の放棄について「法人税の基本的仕組みに

　ついては，法人の性格論に固執することなく」と依然固執し，「配当分に対する

　法人税が実際に株主に転嫁されていることを実証することは困難である」ことを

　認めて「実態に適合させるという方向で引続き検討していくべきである」という

　方向を示している。最後に一般消費税については「どのように考えるのかの手が

　かりを示す必要がある」という表現に後退した（表面上）。

②現在，所得税について2つの裁判が進行中である。その1は「大島裁判」とし
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て有名であるが，これは，サラリーマンの所得税（給与所得に係る所得税）が不

当に高く，これを規定している現行所得税法は憲法第14条に違反する，したがっ

て，税法の改正によって，給与所得控除を引上げうというものである。

　これは憲法違反といっても，税制の本質にかかわる係争ではなく，主として執

行上の問題であるため，今度の「長期税制答申」（1971，　7．30）においても「第二

基礎控除」など改正の方向が検討され，同種の不満の解消が図られている。

　これに対し，第2は「勤労所得税返還請求事件」といわれるもので，「源泉徴

収制度」にもとずく「最低生活費」に課される所得税は，確定した所得を，国民

が自ら申告納税するという近代国家の「租税法律主義」に反し，憲法第14条およ

び第25条に違反しているので，既納税の所得税を返還せよというものである。

　この訴訟は本稿の個人所得税の問題と関連が多いので，多少立入って，現行法

の「行政解釈」をみておきたい。

　被告（国）の準備書面によると，第1の論点に対して，現行所得税法は1947

（昭和22）年以降，「予算課税制度」をとっている，憲法第25条に立脚した場合，

原告は「具体的にいかに定めるべきか」またJ税法上の「必要経費」は「家事費

およびこれに関連する費用で，その主たる部分が収入を得るために必要であり，

かっ，その必要である部分が明りょうに区分出来るもの等特定のもの」以外のも

のは含まれない。しかるに原告は「生活費をもって給与所得の必要経費と主張さ

れるのであって，……原告の主張はそれ（上記税法の概念）を逸脱した独自の見

解」であるとしている。

　これは，国税についての国の立場であるが，地方税についても「負担分任」と

いうようなもう一っの「論拠」が介在するが，大衆重課の国の姿勢は共通であ

る。「最低生活必要経費」が如何なる内容をもつ概念であるか，必ずしも明確で

はないところに議論が分かれる一つの根拠があることも事実である。すなわち，

労賃は，労働力の平均的生産（生活）費であるが，この「再生産費」は歴史的・

社会的なものであり物理的生存的最低条件とは異なる。物理的条件ですら人間の

類的性格から「社会的性格」をもっていることは，その基本的な特徴であって

（マルクス『ドイツ・イデオロギー』），早い話が，今日の「公害」は本来的には

人類の物理的な生活条件の「社会的」破壊である。

　このことを理論的に，すなわち，抽象的・具体的に明らかにせず「生活水準の

向上」を云々することは出来ない。また，同時に，課税最低限が「標準生計費」

「最低生活費」を越えたということは出来ない。
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第一節　賃銀所得とその他の所得

　賃銀は労働力の再生産に必要な最低限にきりつめられる傾向がある。生産

的労働の産物としての価値生産物（労賃プラス剰余価値に等しい）は，賃銀

利子，地代という転化された形態をとり，国民所得を形成する。したがって

生産過程の結果としての賃銀と剰余価値との基本的な対立関係は，労働一

労賃，資本一利子，土地一地代として「調和」された形態をとる。

　資本制社会における国家は，上述のような国民所得を権力的に租税による

収奪および経費支出，就中移転的経費支出を通じて再配分する。これが近代

的国家財政の本質的機能である。

　現代資本制社会とよばれる，独占資本の支配を特徴とする政治経済社会に

おいては，国家は，独占資本と緊密に結びつき，たんなる総資本の代表とし

てではなく，ひと握りの独資本の代表として，中央政府の財政のみでなく地

方政府（公共的自治団体をも含む）の財政をもつうじて階級間の所得再配分
　　　　　い
を行なう。

　すなわち，ブルジョア革命によって権力を獲得した資本家階級は，その政

治組織として近代的統一国家を形成した。そして彼らは，国家は，生産的労

働の結果を費消する不生産的なものであるから，その経費はできるだけ少い

　　　　　　　　　　　　　　　　にエ
ほうがよいという「安価な政府の理論」に拠って，中央政府に産業の白由な

発展を阻害する旧制度の撤去，治安維持と教育等の消極的任務をあたえた。

　ところが，19’［　i！一紀末から20世紀初頭にいたり，生産の発展は独占を生みだ

し，独占資本主義・帝国主義が世界休制となった。ことに，1930年以降にお

けるこの世界体制の崩壊，慢性的恐慌という資木制社会の政治的・経済的危

機は，国家による独占資本の維持・補強を必然的なものとし，国家独占資本
　　くの

主義といわれる特徴を形成した。

　現代国家は，資本制生産の直接的止揚である社会主義国の発展と資本制生
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産の商品，資本輸出市場として不可欠の支柱となっていた植民地諸国の独立

という世界史的発展過程に制約され，他方では生産力の飛躍的増大＝過剰生

産の可能性と労働者の階級斗争に脅かされ，諸々の末期症状をますます発展

させる方向で所得再配分機能を活用せざるをえない。

　すなわち，国家みずからが企業を経営し，あるいは，公共資金の投資，融
　　　　　　　　　くり
資，補助等によって，民間の独占資本の生産力発展を助成するだけではなく

中央銀行の不換銀行券の「管理」により国家は、経済人，Xとして遊休資本，

労働力の存在する経済に介入することによって，生産の社会化を促進し，独

占（私的所有）に奉仕する。

　資本制国家ぱ，その権力機構を維持するためにも，一定の貨幣を必要とす

るが，それは原則的には租税というかたちで人民から収奪される。

　資本主義の初期には，資本自身，租税負担が白分たちに爪くかかることを

おそれ「税制改正は，すべての急進的ブルジョアの18番であり，すべてのブ

ルジョアll勺経済改革の特有の要素である。……中略……，税制改革は工業の

発展を妨げる，旧来の伝統的租税の廃止すなわち，より安価な国家財政を目

的とするか，より平等な配分を日的とするか，のいずれかである。ブ・レジョ

アは租税の平等配分という幻想的な理想を実践において，それが彼等の手中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　りから消えうせれば消えうせるほど，ますます追い求め」てきたが，独占資本

主義になると上述の政治経済危機を弥縫し自己の支配体制を維持するためお

よび，自らの最大限利潤の源泉の一つとして，国家財政を利用するため、独

　　　　　　　　　　　　　　　　の
占資本と官僚との癒着’がすすむ。

　この国家財政は，租税・公債等による収入を強力機構の維持，軍需産業，

戦略産業（石油化学，宇宙産業，民間デベロッパー）等独占的大資本を中心

とする資本生産物の購入，社会保障関係費（社会保険？）等の移転的経費支

　　　　　　　　　　の出を通じて再配分される。

　この経費については，別途詳論されなければならないが，とりあえず，次

の2点は重要である。
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　すなわち，第一に，広い意味の軍事費が，平時においても膨大化し，議会

4こよる国民のコントロールを形骸化しつつ軍産複合体（Military　Indtistrial　C・－

mplex）を形成し，ことに，アメリカ合衆国では，国家財政全休の70％にも達
　　　　　　くの
していること。第2に，社会保障費の増大は，老人保険失業保険，医療保険

のように，次第に本来の行政から離れて，コスト＝ビネフィトアナPジーに

よって増大する。しかも，これとても，資本の有効需要創出的効果，民心の

「安定」を通ずる体制維持の目的こそ本質的なものである。

注（1）労働者階級の賃銀あるいは給与からの租税による旧家資金の調達が限界に達し

　　中小事業者などの搾取階級の所得からの税収がこれを補完しつつある。といわれ

　　る今日，後に述べるように，間接税への傾斜が増大しているのであるが，それだ

　　けに間接税を完全に廃止して，それを真に効果的で徹底した累進所得税に替える

　　　という改革は租税の本質を変えるものではないが，「現代では，格別の意義をも

　　つにいたった」（A．1．ディンケヴィチ『戦後n本の川家財政』ペーシ169ノニい

　　われる。

　12）　「スミスの財政学1：k，これに対して下から，すなわち国費の負担を背負う国民

　　の立場から，fTl！］Zの不生産性を強調し，負担の軽減を要求し「安Lりの政府」

　　（Che：p　G・vernment）を主張した」（宇佐美誠次郎『財政学」上ページ32）

　（3）　「国家独占資本主義」の基本的性格は何であるか，というそれ白休重要な問題

　　は当面ここでの問題ではない、

　　　ここでは，エンゲルスの「国家信川」不換銀行券の発行による再生産過程の再

　　配分作用を想定するだけでよい。

　　　ケインズらのいわゆる「管理通貨制度」あるいは今日の「国際的管理通貨制

　　度」は，この…而を不正確に表わしている。

　（4）V・パーP『最高の金融帝国』邦訳ページ316参照。

　⑤　マルクス・エンゲルス全集第7巻［『社会主義と租税』エジル・ド㌧ラルダ

　　　ン著のitl：評」（ベージ285邦訳293下）。

　（6）A．H．ハンセンは「財政々策には，或るものはそれを強く論難し他のものはそ

　　れを忠実二擁護しているところの，新しい日標が現われつっある，それば生産要

　　素の全的利用を確保するという目標にほかならない」（A．H．　Hansen，”Fiscal

　　Policy　and　Business　Cycles”W．　W．　IN’（orton，1941，、邦訳ページ115）。・財政

　　政策は社会の実質所得をできるだけ大きくし，所得や富の分配を調整する重要な

　　手段である」（同上ページ198）「公債は国内に保有されているかぎり私債のよな
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　うものではない。それは私債の本質的な特徴を何一つ持っていない。公債は公共

　政策の道具である。それは国民所得を統御し，租税構造との連関において所得を

　調節するところの手段である」（同前ページ191）と述べている。

　　このようなKeyns＝Hansen理論のづ験者，ルーズベルトは1936年度教書では，

　未だ，一般通常予算での「均衝」を強調していたが「国債の増加を論ずるに当っ

　て，その背後に何が成就されたか，どんなに布用な物的財産がふえ，また，どん

　なに信用制度を強化したか，などということを考えに入れれば，国債の問題につ

　いては，アメリカの将来についてなんら経済的に心配することはない」（1940fド年

　頭教書）と述べpump　priming　p・licy，　Spencling　p・1icyを正当化するようになる。

　　なお，この理論について，今日それが万能であるかにもてはやされているが，

　すでに「その学説は外観は新しく見えるが，実際は古くて全然信用のない学説で

　ある」　（H．L．　Lutz：Public　Finance　5．ed．1947．　Preface　V．）（なお，ルッツは

　30年代の「財政学にかんする三つの代表的な教科，1：」として，Buehler　J．　P，　Jensen

　（“Govemment　Finance”Crovell，ユ937）とともにハンセンによって批判的に考

　察されている（同掲ページ214）。

伊　貨幣・免換銀行券，允換紙幣を通ずる再配分とはことなり，xx過剰資本、　xx過

　剰商品、“失業の存在を条件としてxx中央銀行貸出の増大（1．政府の追加需要；

　公債発行を財源とする国家経費の増　2．政府の承認による中央銀行貸出の増，民

　需増大銀行のの企業貸付増）が，直接的生産過程に波及作用を与える。

（8）島恭彦『軍事費』「第二章アメリカの軍事費」，S．レンズ『軍産複合休制』（邦

　訳小原敬二）参照。

第二節　租税転嫁と公共経費

　このような，現代資本主義国家の財政の機能を，①公共目的への資源の配

分，②所得の再配分，③景気変動の「安定」，④最適経済成長率の達成と名
　　　　　　　　　　　　の
ずけて合理化することは，先に指摘した，ケインズ＝ハンセン理論の系譜で

あるが，財政規模の拡大について先の指摘を意識的にそらすものである。

　すなわち，現代国家の性格は，たんに総資本ではなく，独占資本連合の代

理であるという点を欠落させ，国家と経済（独占資本）との癒着による経済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
の安定的誘導を公共的口的に転化させる。

■
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　このような国家財政の比重の増大は「経済の計画化」あるいは「福祉国家

の成立」などてはなく，繰り返すようだが，このような財政によってはじめ

て独占資本が存立しうるという現代国家の危機の反映である。

　ところで，租税による労働大衆の収奪は，したがって，上のような増大す

る国家の役割を担う強力なパイプであり，直接その所得すなわち労賃に課さ

れる累進所得税と所得から派生する消費に課される一般的消費税（E．E．C

では，1970．1．1．迄に，その実施が義務づけられていた）あるいは物品税を

通じて行なわれる（第一表参照）。

　課税にかかわる「公平の原則」は，所得課税の対象に，賃銀のみでなく，

事業所得，利子・地代，雑所得等を含み，また賃銀は，「労働力の価値また

は価格」から労働の価格へ「転形」されることによって，「給与所得」とし

て，経営者の給料も，官吏の俸給も一括される。いいかえれば「課税物件と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
しての所得は，生活費プラス純資産の増加である」とされる。

　さらに，わが国の現行所得課税の体系においては，法人所得は，個人所得

課税と区別された法人税および法人事業税，法人住民税として，法人擬制説

を前提とする比例税率あるいは軽い累進税率によって課税されるほか，各種

の租税特別措置によって，その蓄積が保障されている。

　このような法人課税の比例税率は，サミュエルソンによれば，その配当は

主として上層階級の所得となるため，結果として累進的である，あるいは．

法人税は「転嫁」されるため，累進税率でも逆進的となると主張されるもの

である。

　これに加え，労働者階級にとっては，法人就中，独占資本への課税の転嫁

商品の売買＝流通過程を通じ，当事老が租税の負担を意識することなしに負

担をしているという問題がインフレーションと一体となっておおいかぶさっ
　　　　くり

ている。

　このように，経済的強者は，流通過程を通じて，租税負担を経済的弱者に

転嫁するのみならず，税法が成立する以前に政治的に，また税法成立以後に
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　　　　　　　　　　　第一表　各国の直・間比率の変化

　　　　　U　　本　アメリカ　‘イギリス　i西ドイツ1

1．一

｜昭和25年

‘　　　30

　　33
i36
　　38

　　40
1　　　42

1　44

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランス　イタリア
　　　．1；i鞠ピ1裏接「2鞠1※曜籍一駆1；il・傭さ．籍駆1

　　　54・・1・・．，1　，，．7［　i8．・：53．・1・・．・1　32．61　67．4i　32．・166．・1　，・．4！・・’　6　6．．

　　　誤㍑鴎嶺；：目：：輪；：誤；趨；；！；ll

　　　l：㍊：揺1；：；1：：：1：1鑓謡トirlli：l　l二：li　23．L°i　77L°1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　51．4　38．oi　62．0　　　　59．2　40．8　84．3．　15．7．　54．9．　45．1　48．61

　　　1誤1㌶、漂：：ll㌶1罵隠1ぽ
　　　l　　　　　　　　　l　　　　‘　　　　　　　　　．　　　　！　　　　‘　　　　　　　　　l　　　　　　　　　l

≧：〔印は昭和43年，西ドイッは昭和43年，フラン！スは昭和29年付加価値税創設

資料：『税制研究参考資料集』（口本租税研究会）昭和3g年5月税制調丘会資料，大蔵省昭

　　和45年9月18口。

おいても，非流通過程において，それを転嫁することが出来る。

　今日の政策的財政論は，このような負担公平の問題を避け，租税の実質的

経済効果論（Tax　lncidence）として，生産の拡大，生活水準（国民所1「Dレリ増

大という経済成長論に変質してきている。

　租税による賃銀からの収奪は，国家権力による所得再配分機能の一側面で

あり，他の側面は財政支出による所得の附加である。

　具体的には，各種国庫補助金，社会保障，医療給付等直接個ノ＼の所狙を補

完するサービスの無償給付および学校および教育，住宅，公園，道路等f公

共事業あるいは公共投資）による集合的需要の供給がこれである。

　このような財政を通ずる所得の移転（付加）について注意されなけれ，ごな

らない点は，さしあたり次の2点である。

　第一点，資本と労働という基本的な対抗関係から，賃銀についての直按の

補完効果をもっと考えられる経費も，その本質は，個別資本にとっては低廉

な労働力供給の保障であり，総資本にとっては社会的不安の除去，・再生産の

不可欠の諸条件前提の共同的確保という意味をもつ。第2点は，道路，鉄道
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等公共投資の結果としてのいわゆる社会的間接資本は，資本の間接的な共同

生産諸条件として個別資本に対して，積極的（外部経済），消極的（外部不

経済の除去）に価値移転効果をもつという点である。

　この両者とも，最近におけるわが国の社会経済発展計画（45．5．）にみら

れるように，総資本の安定成長のための，有効需要創出効果のみが考慮され

本来的な行政効果は問題にされていないのであるが，これは決して，わが国

の特有の観象ではなく，1930年代のアメリヵ恐慌以来，財政機能は上述のよ

うに，経済成長に従属するものとして運用されて来たのであ9。

注（1）小宮隆太郎編著『経済成長と財政金融』参照。

　②　「政策論の問題として公債発行の問題を考えるとすれば，第一は，……全体と

　　　してのフィジィカル・ポリシー体系のなかに公債をはめこんで，それをもって有

　　効に，そして望むらくは国民的利益に立って作用せしめる条件を論ずること」が

　　肝要であり，「第二は，公債によってえられた資金をどう使用するかである。…

　　…中略……それが果して，このような構造対策（いわゆる二重構造の解消一引

　　用者注）のためのものであるか，それとも，大資本救済のためのものであるか，

　　政策の問題としてみっめなければならないのはまさにこの点である」（雑誌『エ

　　　コノミスト』昭和41年3月8日号掲載）。

　　　このような「政策」論については，「常識」ではなく，厳密に貨幣，不換銀行

　　券の流通法則についてその内容を確定し，そのうえで，現代の公信用が検討され

　　るぺきである。そして，その際にも，過剰資本の種類，過剰商品の種類（その存

　　在を条件として）が，政策の波及効果を決定することを考察すべきであろう。

　（3）谷山治雄著『日本の税法』ページ201。同氏は，この生活費課税と「純資産増

　　課税の不徹底」とが「税法上重要な矛盾」であるとして追求している。

　（4）P．A．サミュエルソン『経済学』第8版邦訳ページ271．　J．　K．ガルブレィス

　　　「階級斗争はどうなったか」Washirgton　Monthly．1970．（邦訳「日本経済新聞」

　　　1971．2．4～5）

　　　　「産業体制の心蔵部（高度のテクノロジーに裏打ちされた資本集約的生産一

　　引用者注）は高い雇用水準のもとでの労使問題を価格の引き上げ，つまり紛争解

　　決コストの一般大衆への転嫁によって解決する」。この指摘は，直接的には労賃

　　の問題であるが，利潤の減少防止という点では，租税の転嫁と同一であり，事実

　　法人課税は，商品価格として一部消費者に（後転）また経費増大にともなう賃銀

　　抑制に一部（前転）一部生産性の向上によって消転し，また一部は節税あるいは
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　政治的脱税（・L述の「特別措置」等）によってほとんど実質的負担を免かれるこ

　とによって，資本成長を保って来た。

｛5）新厚生経済学派の財政論は，特に，第2次大戦後，国民福祉極大化の条件とし

　て財政機能を考察してきたが，それ自体，経済的でtsい厚生的および政治を科学

　的に函数化出来ず，結局政治；官僚制的財政現象を科学的考察の領域から追放し

　てしまった（林栄夫『財政学』参照）。

　　また，わが川においては，ナショナル（National）に対応，パブリック（Public）

　のシビル・ミニマム（そのためθ）財政）を政策科学として想起（松下ピー）しつ

　つあるが，強力な園家財政が実は草の根保守主義と一体的であり，難しい実践的

　問題であるc

第三節　所　得　課　税

　わが国においては，1887（り1治20）年個人所得税としてはじめて創設され

た。しかし貨幣所得　　概して商品生産の未発達のため，税収は極めて少く

1889（同22）年の改正によって第一種～第三種所得税すなわち第一種法人の

所得，第二種利子等の所得，第二種その他の所得にそれぞれ分類課税される

こととなり，1940（昭和15）年分類所得（収益税的性格）総合所得税の両建，

源泉徴収制度などの改革によって，税収の28％を占める地位にいたった。

　又膨脹に対応する大衆，累進課税と派生的所得形態の発展による1947（同

22）年超過累進税率にもとつく総合課税，1950（同25）年所得税の補完として

の宙裕税，財産価格500万～5／1，000，5，000万円超30／1，000が成立し，あわ

せて，超過所得，清算所得，課税（昭和15年初）の廃止，未分配留保所得の

累積の軽率（2％）課税等，法人税と所得税との二rE課税を避ける，「法人

擬制説的調整、をおこなった。

　このようにして，今rlのわが国における直接移色の種類は，①所得税，②法

人税，③住民税，④相続税，⑤その他となったのである。

　上のような直接税は，従来から負担能力に着日して，「所得」に累進税率

で課税することが最も公平，公正であり，被課税者，税負担者の負担感にも
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とついて，国家権力（政治・行政）の行使を監視，統制することが近代民主

主議の原則に合致するとされて来た。

　しかし，上述したように，国家独占資本主議における国家の役割の増大と

ともに，（イギリスにおくれて「近代化」に踏み出したいわゆる「後発資本

主議国」では頭初から）国家の役割が顕著で，財政規模が大きい。

　このような財政を支える租税の中心として次第に所得税が大きなウェイト

を占めるようになった（所得税の国税および国民所得｝こ占める割合等，第2・3表参

照）。

　所得税が大量の税収を生み出す埋由としては①生産の発展にともない，氏

銀，給与等の貨幣収入が一般的かつ多様になったこと。②免税点を引下げ，

納税人口を増加させ，所得金額の集中する比較的低層に累進税率の刻の傾斜

を強めることによって，少数高額所得層の犠牲をともなわずに大巾な税収が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヅの
確保されるなどの課税技術操f乍が容易である。

　とくに，わが国の場合，この免税点がいかに低位のものであるか（大衆課

　　　　　　　　　　第2表　所得税0）比」称こ関する調べ

日　　本 アメリカ イギリス 西ドイツ

対匡1税、対GNP　対国税対GNP　対匡1税対GNP　対匡1税　対GNP

昭和25年1対3S・6

　　35　｜　21．7
　　3（sl22．3

　　37　　　22．1

　　3S　　．　25．7

　　39　　　　26．5
　　・・｜29．、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

　　41　　　29．6　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　1
　　42　　　29．3

　　43　　　　30．3

　　44　　：　　31．1

　　45　　i　　31・2

，．1二

4．8　1

；：；．

5
i
i

38．3
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52．8

50，3

54．1

50，8

51．7
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56．7

56．61

8．1‘

10，1

9・9 1
10．2．

22．9

35．6

36．2，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　｜

42．91
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　1
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43．5
　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　1
35．6

37，7‘

37．2i

37．1

38．7

昭和38．4．26税調資料，昭和45．9．18税調資料　（※1去人税導入）

。．i
‘．‘

ユ0・91
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21，1
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　　　　　　　　　　　第3表　国税累年構成比

所

法

相

そ

直

間

合

得

人

続

の

接税
友

．肥11年25

税

税

税

他
計
税
計

11．1　　38．5

　7．9　14，5

　2．4　　0，5

13．4　　1．2

34．8　　54．9

65．2　　45．1

100．0　100．0

資料大蔵省（45．9．25）

30

29．8

20．5

0．6

0．5

51．4

48．6

100．0

35　　　40　　　42 　　　4544
　　（平均）

21．7　　29．6　　29．3　　31，1

31．8　　28．3　　29．8　　31．1

　0．7　　　1．3　　　1．5　　　1．6

　0．1　　0．O　　O．0　　0．0

54．3　　59．2　　60．6　　63．8

45．7　　40．8　　39．4　　36．2

100．0　100．0　100．0　100．0

31．2

32．7

　1．8

65．7

34．3

100．0

税であるか）は，1963（昭和38）年当時，戦前にくらべ74％も低いこと，’65

（昭和40）年でいえば，独身者なら年額約19万円，その後の物価調整減税等を

含めても’71（昭和46），年で39万3千円から所得税が課され，その人口は3，000

万人（戦前は約70万人）所得税が免税となるが住民税所得割を課されるもの

（昭和44年．625万人）を考えると誠に厳しい大衆収奪と云わなければならな

いo

　　　　　　ごの
　住民税所得割は，第4表にみられるとおり生活保護基準を31％上回っては

いるが，この生活保護基準が，今口常識では考えられない低劣水準であるこ

とを考慮すれば，その低位性は明らかである。

　　　　　　　　第4表　住民税の課税最低限と生活保護基準

　　　　窪活保護給与所得l

　　　　　　A　　　　B　　l

［1召矛ローtユイF　｜　　　347，727　　　423，016．

　　　42　　　　　　402，625　　　433，525：

　　43　　455，6ぐ0　532，040；

　　44　　　　　　501，730　　　635，599‘

　　．15　　　　　　565，735：　　741，329：

　　　　1　－　　　　　　　－　1

B
A

　
　
　

L
　　事　　業
専従なし1
　⊆一一i

123　　　　　309，987！
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117　　　　　361，1051
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト

127　　　　　422，268

131　　　　　504，742

5人世帯（42才男，38才女，13才男，11才女，4才女の世帯）

自1台省税務局（昭45．10．30）11－3－5

　　　　所　　得
．一旦　　白色申告

A－　（妻専従）D

（89）　　320・236i

（80）　　　　　340．658

（79）　412，223i

（84）　　　　473，8141

（89）　　　　　545，979．

D
A

92

85

90

94

97
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　このようなみせかけの累進性と課税最低限の引下げ（名目は引上げられて
　　イの

いる）による納税人員の拡大によって，税の「自然増収」にたいする所得税

の寄与率は，’53（昭和28）～’62（37）年で68．9％，税の国民所得にたいする弾

性値は2．5％，すなわち国民所得が，100増加すると所得税収は250増加する

（国税全体ては1．5％）結果となっている。

　所得税とならんで，所得を課税標準とする地方税（府県・市町村民税，事

業税）はシャウプ勧告にもとつく法人税（就中巨大法人）の比例軽減税負担

を支えるものとして「負担分任」　「応益原則」という特白の地方税課税原理

をテコに大衆課税，ことに勤労低所得への収奪を強化する性質をもってい
　の

るc

　③所得税に適用される「総合課税の原則」は，利子・配当については，分

離課税（昭28～45）（昭和45～47は選択）とされキャピタル・ゲインは事実上非

課税：（昭27～昭和43年松下幸之助氏は，所得額736百万円，所得税494百万

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くカ
円，庄民税89百万円その他株式譲渡所得2億円，非課税（全額）〕となって

い二1’給与所得にかかる源泉徴収制度によって賃銀からの課税は容易かつ脱
　　　　　　　　くハ
漏なく実施される（第5表参照）。

　　　　　　　　　　第5表　所得種別実質所f［；’税負担調　　　　（単位　千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　I

｝ii，〒　　1．i　　　　50　　フ∫　　Fl　‘

　申　　告　　所　　得

　所得税，住民税，事・
　業税台計

　所得に対する負担率

JYi得　200　万　円

　中　告　所　得1
　所得税，住民税，事1

　所得に対する負担率1

給与所得i農業所得
　一　　　1

　500　　　　　　　300
（100％）　　　　　（309ら）

　9，2　　　　0．7

　0，018　　　　　0．001

　2，000、

謬
・・2・i
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税調資料「各種所得間の負担のバランスにっいて」（昭和38年6月7日）
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　④消極的な意味においてではあるが，わが国においては，法人所得につい

ては，法人凝制説を中心として，累進税率が制度化されておらず，軽い比例

税率となっている，そのうえ，巨大な法人については，悪名の高い租税特別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
措置によって大巾な減税が実施されている。

　このような法人所得課税の軽減が逆に財政硬直化のなかで個人所得税への

重課を促進する。

　⑤必要生計費にくい込む過市：な賦課に対する減税要求にたいしてはx　l．A

然増収」すなわち，経済成長，名日所得の増大を一層拡大し，そのため好，

不況にかかわらず慢性的な公共投資財源を控除した残余の枠内で減税を実施

　　　　　　　　ロの
するという「慣習」確立によって，または，所得税の最低階層を地方税（県

民税）に移譲し，これに，応能原則とは別途，負担分任原則を適用すること

によって全体としての国の租税収入を確保し，あるいはまた，特別会計等の

独立採算によって，税外負担とすることによって，鋒先を回避することが可

能となる。

　以上主として5つの理由によって中心的位置を占めるようになった所II｝税

は，さらに上述（注8）のように，その課税対象とされる所得の種類によっ

ていちじるしい負担の不均衡が生ずる。それは，捕捉率と云った課税技術上

の問題だけでなく，利子，配当等不労所得と労働者の賃銀との本質的相異を

「貨幣または財産での収入」として同一の範疇に含め，ついで「所得を生ず

べき業務について生じた費用」を控除したものが課税標準とされることによ

って公平の装いをとる。

　個別的事情を勘案して，個人の負担能力に応じた負担を課すことを原則と

する所得課税について，労働者の家計費は，労働力の再生産に必要：二最低限

であるにもかかわらず，原川として，これを認めず，「給与所得控除」とい

う誠に「腰ダメ」的措置によって，一律低水準に決定され，他の中告所得に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エリ
ついては，「必要経費」を上川る［一法定経費率」，引当金，雑損控除等によ

って累進性が著しく弱められ，税負担が軽減される仕組となっている。
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　このようにして，所得税は，1962（昭和37）年の3人世帯における課税最低

限は31万円と家計調査による必要消費支出は39万8，000円，政府（人rll：院）

の標準生計費33万9，000円を下回っており，45年度においては上述のように，

標準生計費を上回っているが，人口の大部分が住む都市の生計費よりも下回

っている。権力による収奪機構そのものである。

　最後に，わが国では1940（昭和15）年以降所得税に’51（同26）年以降地方税

個人住民税についてとられた源泉徴収制度が，納税者の税負担感覚を麻痺さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エトヨ
せ，自動的に上述の大量の税収を確保する安定的装置であり，この装置によ

る税収および納税人員は所得税のなかで圧倒比重を占めている。

　このようにして，わが国の税制は第6表にみられるように’60（昭和35）年

度でみると間接税の逆進性を中心に，全体として50万円未満の階層において

極めて逆進的性格を示しており，後述する地方税についても高度経済成長の

過程で基本的に同様であった。

　　　　　　　　　　第6表　世帯所得階1昏｛別総合負担試算　　　　（昭和35年度）

［，∴璽掴・．三1捌型趨塾閏言嚥⊇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

Il・世帯　数2・：S59　4・・177‘4・625‘3・663　2’259　2’876　1’6L’cS’9562・3　L）3・　e－16‘

1・瑞辞跳ミ・・〔）・15・312…可．・1，・．・5ぷ3．1123．・．tl・3　．・i・．・｛

蕊翼二溺：寵；：：；1；寵謡織ミ当

1；∵轡｝ll；i燃；翼灘糠墨；1

1㌔　tl・21．・514．・・；1・・．・79．55：・．・19．1・；1・．・3112．9・）i　2．・．・6！　11．97：

　　資料『税制に関する基礎的な統汁資料．：扉〔京都主税局編p．92

　　注　間接税は一次負担のみとし，酒税，砂糖消費税，物品税，入場税，関税，専売納付金，

　　　たぽこ消費税，電気ガス税，揮発油税，地方道路税，軽油引取税，トランプ類税，遊

　　　興飲食税，自動車税，軽白動車税，娯楽施設利川税である。
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注（1）所得税はイギリスで1815年4月以降廃止され，1842年再び創設されたものであ

　　るが，当時1818年には，税収の71％（4，000万ポンド）が逆進的課税として生活

　　必要品に掛けられていた（コルウィン委員会報告）。これに対し「労働者が悲惨

　　のどん底に落ちて苦しむのも機械のためではなく，寡頭政治，通貨の改悪，戦争

　　や恩給や官職に必要な莫大な費用の必然的な結果である重税の賦課一これらの

　　ためである」（William　Cobbot週刊新聞「記録」1816．マック・ベア『イギリス

　　社会主義史」邦訳240）といわれるような労働者の反対のなかで「安価な政府」

　　の税源として導入され，主要な税源になる。

　㈲A．スミスの租税原則は，「安価な政府」（経費原則），への対応から，税負担は

　　低い方が良いという建前であるから，比例税率か累進税率かは，第2次的問題で

　　ある。

　（3）わが国の所得税，税率刻みは，25年の税制改正を変えず，昭和35年までは専ら

　　諸控除額の引上げによって減税を実施して来た。富裕税廃止後，1億円超は75％

　　の比例税率となっており，昭和38年には，100～500万円の所得階層に45％の上積

　　み税率が課され50～100万円階級に納税人員の65％，所得額で77．0％が集中して

　　いる（税制調査会資料S39．8．15）。昭和45年度の大改正では，そこで，　NX部課長

　　減税NNといわれるように，物価水準の騰貴によって，低所得層で愈上昇する税率

　　の緩和を，300万～500万層で20年振りに緩和させるという改正を行った。しかる

　　に，中卒者は，就職の翌年から，高卒者は時間外手当を含めると当該年度から課

　　税される。このようにして所得税の68．2（S30）～50．0％（S45）が給与所得者，

　　　しかも45年で2∞万円以下の所得層が60．8％（人員）。

　（4）大蔵省は課税最低限は実質的にも引上げられ，すでに生活必要最低経費を50％

　　以上も上回っていると宣伝している。この場合の基準となるものは人事院の標準

　　生計費であり，科学的なものとは必ずしも云えない。また，物価騰貴も換算した

　　実質引上げ率は昭和25年を基準に45年に独身で　4．61倍　夫婦子供2人は4．83

　　　　　　　　　　　　　　　　　46年は独身で　4．46倍　夫婦子供2人は4．73

　　各倍となっているのを根拠としているのである。しかし，これも，基準が問題で

　　あってこれらの倍率はそれ自体何ものをも表現しない。

　（5）住民税は「負担分任的会費」の性格をもつものであり，所得課税ではないとい

　　　う説明は，もはや説得力のない神話である。前掲拙稿「高負担税制と地方税」参

　　照）。

　（6）実質的に，個人所得課税の重要な柱となっている住民税は，国税に，主要な部

　　分を吸収され，低所得層に依存せざるをえない。この競合の論理として，「負担

　　分任原則」なるものがある。すなわち，「地方自治を強化することは民主々義に
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　のっとった政治体制を確立するための基礎条件であり，……地方税体系中には，

　強力な税目をそなえていなければならず，また，その体系は，地方税の性格上，

　負担分任の精神を具現する応能原則に立脚した税種と，自治の妙味を具現する応

　益原則に立脚した税種の二つを主軸としていなければならない。……現行地方税

　制は応能原則に立脚した道府県民税と市町村民税，応益原則に立脚した事業税と

　固定資産税を道府県税制および市町村税の主軸とし」（自治省税務局『地方税制

　の現状とその運営の実態』45年版ページ35）ている，とされている。

　　また負担分任性については，「住民がその地方団体の行政に要する経費を負担

　しあうということは，自治の基本として欠くことができないものであり，このこ

　とから，広く一般住民が何程かでもその地方団体の経費を分担するような税制が

　必要である」（同前ページ4）と云われている。現実には，地方税は，先の三つの

　直接税のほかに，消費税が相当大きなウェイトを占めており，負担分任あるいは

　応益として課される事業税個人分，住民税均算割（所得税失格者）等について，

　その妥当性を示すものではない。

イ7）現行株式譲渡所得課税（昭和45年度）は年間20万株以上50回以上の売買のみ対

　象とされ，創業利得（株式公開時の譲渡所得）は非課税となっている。

〈8）俗に9・6・4（ク・ロ・ヨン）とか10・5・3（トー・ゴー・サン）と云われているよ

　う，給与所得については，源泉（予算）納税制度で，所得金額が確定する以前か

　らほぼ100％徴収（特別徴収入）され，その他の申告所得は，捕捉し難く，著し

　い不公平が存在する。（水平的不公平一一同じ所得でも負担が異なる）。そして，

　当局は最近では，据直って，だから逆進的水平的公平消費税を増徴するという論

　理を打ちだしている。

・（9）租税特別措置による国税減収は昭和46年4，　396億円．地方税への影響，地方税

　独自の減税を合せると，昭和40　41　　42　　43　　44　　45　　46
　　　　　　　　　　　　　3，404　3，819　　3，993　4，394　5，447　6，521　7，514

　億円と整理合理化どころか大　　　　　　第7表　自然増収と減税

　巾に増大している。

⑩第7表，第8表にみられる

　ように，「減税」は，増税を

　「緩和」するものであって，

　文字通り「減税」を目的とす

　るものではない。

32

35

39

41

43

44

45

　国　　　税
自然増収1減税率

1，922

2，096

6，726

1，190

9，476

11，905

13．771

　37．5

十2．8

　12．2

175．6

　5．8

　12．6

　12．8

　計　所得税

自然酬蹴馨

　628

　590
2，　017

1，893

3，924

5，855

6，480

172．0

30．7

69．7

26．8

25．7

38．6

資料大蔵省（45，9．　25）
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　　　　　　　　　　　第8表　国税・地方税の白然増収と減税

　　　　　　　　1　　　ω　　減　　税　　額　li　　　　　　　　　ω
　　　．　　　　　‘白然増収一匡F厄方一所得秒「：｛　　　　　自然増収

　　　　　　　　　　　　総　額　住民税1
昭和34午1※1，086：

　　35　　：
　　　　　1　　　　　！
　　36　　　　　　5，499‘

　　37　　6，5101

　　3814・6191
　　39　　　8，407
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　
1

（1）

※は国税分のみ

ジ60～68。

（単位　億円）

133

3，444‘ジ‘十　58

　968

1，410

　593

1，698

　　　ロ
　353，
　　　　　　　　　　r

　－1，

　740

　602

　6031

1，113‘

昭和40年

　　41

　　42

　　43

　　44

　　45

　6，093

　3，497

　11，065

　13，984

㌶く11，905

※13，771

越　税　額

墨地纏麟
　　　　931i　　　　657、

　　　2，8021　　　1，894‘

　　　1，252‘　　1，303！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　
　

　1・31811・78°I

Pぽ；：lll

自然増収は，国税と地方税の税制改正のない場合の予想税収の総計。

資料は大蔵省，昭和45．9．25，および自治省r地方税制の現状とその運営の尖態』ペー

（11）先の10・5・3の3に当る保健医師（開業医）は，粗収入の70％に経費として控

　除される。

〔12）源泉徴収制度を憲法違反とする訴訟はかつて最高裁で退けられた（最高裁昭

　37．2．28大法廷判決）が，40年代に入って各地で国を被告とする違憲訴訟がおこ

　っている（kえがき注2参照）。

第四節　個人事業課税

　事業に係る課税としては，現代の産業が株式企業体を中心とすることから

法人課税と個人（事業）課税とにわけられる。

　ところで，わが国の事業課税の建前としては，上の法人および個人事業が

負担すべき租税としては，法人（所得）税と法人・個人の事業税（地方税）

とに分けられている。

　そして，法人所得は，個人所得に遅かれ早かれ分配されるものとして，法

人所得課税は個人所得課税の前払という法人擬制説に立って二段階の比例税

率を採用している。

　したがって，理論上は，法人所得の課税問題は存在しないことになってい
s）

Qo
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　そのため，事業に対する課税は，別途「受益あるいは負担分任原則」の適

用として，地方税として課税されるという仕組をとっている。

　「負担分任原則」にもとつく主要地方税としては，周知のように，府県と

市町村との「二段階」の現行地方制度実態に対応して，府県における事業税

が，市町村における固定資産税が上げられる。

　戦後，わが国の国・地方制度の改革により，事業税が府県の住民税，国定

資産税が市町村の独立税として配分されていることは，今日，再び，事業税を

国税法人税の付加税とし，あるいは住民税を所得税の付加税とするという動

向のなかで，慎重にその意義が再検討されなければならない問題であろう。

　地方税としての事業税の変遷をたどるまえに，シャウプ税制においては，

事業税が府県の主要税源とされながら，経済における独占の発展，それを支

える，国の経済成長政策の担手として，地方公共団体のなかでも，特に府県

が所得税の一部移譲＝府県民税の創設，地方債，地方交付税の重点配分等の

税財政上の優遇を受け，「基礎的自治体」としての市町村を実質的に下位団

体の地位に置き，中央，府県，市町村という三段階の行政的位階制を確立し

地方公共団体を中央政府の「地方行政機関」「総合的地方行政機関」に変質

せしめ，地方公共団体」Municipal　Corporation（近代的地方自治体）のなか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
に存在したLocal　Autonomous　Governmentの性質を払拭してしまったと

いう点を指摘しなければならない。このような事態に対し，事業税が法人所

得の急増をもとに膨大な地方税収の「白然増」を生み出すにいたったこと，

最近の大都市の財政的窮乏は，国・府県という「上位団体」の優先的税源取

得を考慮しなければならない。

事業税の変遷

　営業税，あるいは企業課税は，いずれの諸国においても，免許税として発

遠し，外形標準課税から次第に所得課税へと発展する歴史的傾向をもつ。

　わが国においても，外形標準課税の営業税から法人所得課税（法人税およ
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び事業税）へと発展した。

　営業税は，近代国家の確立にともない，1878（明治11）年，地方税として創

設され，1896（同29）年に国税営業税の創設とともに，地方税はその付加税

となり，1926（大正15）年，国税営業税の営業収益税への発展，1940（昭15）

年，還付税への繰り入れおよび地方付加税という変遷を経て，1950（同25）

年，シャウプ税制改正の勧告を受けて地方税法の改正によって，付加価値税

の創設となった。

　1947（同22）年までの事業税は国税の付加税という性格を基本とし，課税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イの範囲等においても国税の従属的地位におかれていたといえる。

　これに対して，戦後においては地方独立税としての性格が賦与されながら

これが次第に喪失される過程ということができる。

　すなわち，「シャウプ勧告」において，国・地方の税源の再配分が明確に

され，地方税は「安定性と受益性」という原則により，独立税とすべきもの

とされた。このため事業税への市町村付加税が廃止され，事業の付加価値を

課税標準とする「付加価値税」とされた。従来の収益課税としての’∬業税と

特別所口税が廃止されることとされたのである。

　しかし，この付加価値税は実施されることなく，’54（昭29）年廃［Lされ，

事業税は形式的には暫定的・過渡的なものから，再び永久的なものとして，

特別所得税を吸収して，法人「］tl業税，および個人（第1種～第3種）事業税

として企業所得税の性格を∬liえた。

　その後の主な改革は，付加価値税の残ピ；毫もいうべき外形標準課税の地方

鉄道業，jlVL道業が所得課税とされ，所得税制度とともに導入された基礎控除

制度に事業主控除，専従者控除（昭和36年）が加えられることになった。

　そして，さらに将来の問題としては，早くも’61（昭和36）年の税制調査会

の答申においては，「事業税の性格の再検討」の時期がきたと指摘され，法

人税および所得税とともに所得課税の累積（後述）および，国税減税による
　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　にソ

地方税収の不安定性をどうするかという議論が生じ，課税標準の合理化，’64
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（昭和39）の長期税制答申では時期尚早として根本的改革は見送られたが，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い
’71（昭和46）年の「長期答申」においては付加価値税の導入が，ほぼ既定の

方針となっているのである。

地方税としての事業税の性格

　以上のような沿革をもつ；∬業税は1954（同39）年以降，道府県税収のほぼ

50％以上を占め，その伸び率は’55（同30）年を100として，’63（同38）年は，

法人469，個人101となっていて，所得税の一部移譲の行なわれた個人道府県

民税542，法人住民税502に次いで大きな伸びを示している（第9表参照）。

　　　　　　第9表　税口別収入額（道府県分）　　　（単位　金額・百万円・96）

昭和25年

　　　　　　　69・697、100147・059‘100．348・948：100605・443‘1007S2・300100

　資料『地方税制の現状とその運営の尖態』（昭和39年1坂）

　（42）ページ262．

　　※事業税昭和25年分｝よ特別所得税を含む。

　戦後における地方税制は，シャウプ勧告にもとつく「民主国家の税制」と

して，その基礎にある「地方公共団体」には「近代的白治」の観念にそった

税源の配分を行なった。その特徴は，第1に，戦前の国税付加税を中心とす

る体系にたいして，独立税を中心とし，市町村を最も基礎的白治体として強

化するため，住民税および固定資産税を配し，府県には事業税を配分した。

税

分

分
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1
・
・
ノ
ノ

リ府
個
法

道

税

分

分
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事

他のぞ
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．：t

：・38，1551

　26，811

　11，344

　31，542

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　
　
1
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魎竺一旦和・；当晒38・F；和昭・・1・・1
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123，692116152，18211Sl　124，…1211　175，77623

－一
！13，・9571・1・・，893：975，778．13‘122，91516

　－‘　　9，7351　　7　　31，289‘　　6　　48，892　　8　　52．861　　　7

　i　　　1　‘　　　l　I　　　l

l｜；1贈1鶯1：き；穏：：i｝翼0

46‘42，79・：2911・8，・6・131．13S，27・3・：276．67335

　　‘　　　l　　　　　　l

　　　　　　l　　　　　　　　l　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　p．772～73『地方財政の状況1
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そして，第2に，戦前の直接税中心の体系から，国税はもとより，地方税に

ついても，遊興飲食税，電気ガス税，たばこ消費税，軽油引取税等消費税

（間接税）を配量し，物価の持続的騰貴により増収を担保したことである。

　このような地方税体系のなかで，上述のような事業税の財源調達上の機能

の増大は，零細所得の一典型としての個人事業者への過徴〈法人への軽減

（法人税の課税対象から，事業税は控除される）〉により，中央政府の財政

投融資政策に対応し，これを効率化させる都道府県の投資的支出拡大の財政

的裏づけとなった。

　現行事業税の性格についての公式の形式的説明は「法人の行う事業ならび

に個人の行なう第一種事業，第二種事業および第三種事業に対し，法人にあ

っては所得及び清算所得又は収入金額，個人にあっては所得を課税標準とし

て．　1’1｝：業所または事業所所在の道府県において，その法人または個人に課

す」　（地方税法第72条）ものとされ，　「事業は，道路，港湾，教育，衛生，

その他もろもろの道府県の施設を利川して収益活動を行なっていることから

これら施設に必要な経費を分担せしめるものとして，道府県に‘hi　）ltk税の課税

権を賦与することとされたのである。事業税は，事業という収益活動を行な

っている「ll：実に着口して，そこに担税力を見出して課税しようとするもの…

・・ 。また，事業税は本来所得税の宇1胱税として，所得を実現する過程におけ

る収益活動を通じて負担すべき性格の税とされることから，所得税や法人税

の所得計算においては，その税額に必要な経費または損金に算入されること

　　　　　の
となっている」と説明される。

　ここでは，公共施設の川による受益者のその経費負担と所得税の補うごとい

われる担税力にもとつく租税負担という2つの性格が示されている。このよ

うな性格は，地方税としての付加価値税の廃止にともない特別所得税を吸収

したことおよび，取引高税への反発（外形標準課税による負担増に対する）

政治的妥協の結果である。

　ここでぱ，応益原則にもとずく外形課税というそれ白体「合理的」な租税
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配分原則（国と地方との）が「負担分任の原則」として租税負担原則に仕立

上げられ，あたかも，地方財政においては，あたかも「応能原則」の適用除

外が妥当であるかの「解釈」が法律にかわる行政解釈一通達として現実に作

用しているのである。

　したがって，応益原則であれば，その負担転嫁は問題とならないにもかか

わらず，だから所得税，法人税の課税対象たる「所得」に結実しているにも

かかわらず経費として控除されている。

　上述の所得課税の累積，就中，法人凝制説にもとつく法人負担無能力説か

らの要請からその軽減を合理化しなければならないという矛盾した解釈とな

っているのである。

　そこで，当然このような矛盾を整理しょうとする論議が出てくるのであっ

て，これについては，第一に，1つの税種によって，公平と地方経費の充足

とを満すことは不可能であるから，地方税としては，受益（者負担）原則に

立って税源を配分し，付加価値税あるいは外形標準税による軽い比例税とす

　　　　　　　　　　　　　　くハべきだという主張か強くなされる。

　これに対して，公共施設受益者負担原則は地方税の課税根拠とはなりえな

くなった。したがって，地方税は国税の付加税とすべきだという主張がなさ
オ還。

　このような論議に立ち入った批評加える余裕はないが，簡単に問題点を指

摘すると，第一の主張は，「地方公共団体」は，「地域的公共需要」の「集

合的・共同財・サービス」の供給という「19世紀的近代地方自治」，したが

って国家観に立っており，第二の見解は，これを批判するの余り，現代国家

における，中央政府の給付行政の拡大，地方行政の広域化を一面的に強調し

「公共財の効率性」の観点から，「近代的地方自治」には妥協的にしか，中

央政府については殆んど全く導入されることのなかった「人民の直接民主

政」も否定する，国家を一種の経営体とする国家観を濃厚にもつものである

と云えよう。
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　別途詳論に譲らざるを得ないが，現代国集（中央政府・地方公共団体）の

形成するいわゆる間接的社会資本は，個別的資本費用，および共同資本的生

　　　　　　　　　　　　くゆ
産条件の国家への転嫁である。したがって，このような国家行政からの「受

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り益」は極めて階級的なものであって，税制上，「社会的費用の企業負担」と

して実質的企業利潤が優遇される労働者福利厚生施設のための個別資本「経

費」は，本来個別資本の「経費」であったものが，「社会的消費手段」とし

て国家が介入していることが，さらに転倒して「企業負担」として意識され

ているのである。

　このようにみてくると，事業税にかぎらず地方税における「負担分任原則」

の矛盾，破綻は明らかである。

　すなわち第10表に明らかなように，所得に対する課税累積の口術にすぎな

いのである。

〈法

県

事

第10表

人

民

業

　所得課税の累積状況

昭和32年　i昭和

分〉

税

税

市田∫村民税
法

　小

く個

県

事

人

人
民
業

税

計

分〉

税

税
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所

小

NV 包B
L
1

　
1
I
／
1
μ

税額（百万円）

19，171

108，422

29，864

367，928

525，385

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1人当り（円）！
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　206

1，166
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17　750　　　　　　　　　191

16，122　　　　　　　　173

64，792　　　　　　　　　697

261，79S　　　　　　2，816

360，462　　　　　　　3，877
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53，928

17，70－1

132，23－1

608977

812，843

　554

　1S2
1，　：152

6，251

8，34s

資料r地方税制の現状とその運営の尖態』34年版pp．74～58，同39fF版pp．90～101よ

り作成。　前掲拙稿ページ89より。

そして，事業税については，第11表～第13表にみられるような事業形態の
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相違による負担の較差，巨大法人に有利，個人事業に重負担と，低所得層の

負担が大きく，とくに，所得税失格者（国税の基準によれば，「最低生活水

準」以下の階層でありながら，地方税としては，最低生活水準以上として課

税される階層）の租税負担によって，その基本的性格が露呈される。

第11表　法人・個人別給合負担率比較

法　人　所　得
法　　人　　形　　態 個　　人　　形　　態

総平均弦語㊨総平均
　100万円の場合

　200万円の場合

1，000万円の場合

「・，…万円の船

上　積　分
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　（％）
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48．3

資料1税制調査会関係資料集』昭和37年3月第一分冊p．24．

第1222個人1・kJ’ge’t税・所得階層別課税状況（32午，37　fiこ）
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資料前掲『地方税制の現状とその運営の尖態』34年度版p．172．同39年度版p．219お

　　よびr道府県税徴税状況調』白治省，昭和40〈1渡版pp．14～15よよ作成。

　注　昭和32fi欄中O内は，所得階層区分が表側と異なり，70万円未満，70万円以上は，

　　それぞれ62万円未満，80万円以上である。
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　　第13表　個ノ＼事業税・所得階層別課税状況（40年）　（所得金額単位100万i「i

　　　　：　　　　　　　　　　　　　∬召　　　　　　　　　　　　不0　　　　　　　　　　　　40　　　　　　　　　　　　　fド

！

｜区分　　　第　　　1　　　種　　　　第1種～第3種吐

1　㌦旦1南豆㌘醗謹額人．麺噺語㌃，輪、1
‘案万2…52・17・73∴・…11⇒・2・　・　7　3’　1　Cj　，　，g　S　Cji　4　Sh・・7・1　ii・・∪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、30万円！227，281　63，092126，121．34，6G8，257，764．71，505．143，099‘39，：316
　　　　　　　　　　　　　　　　

！40万円　　362・195．127・1721（）6・957、36・1．17

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　

150万円　　24S，097111，772　28，664　12，321

70万円i248’323．146，298　10，236　5，328

霞；1：ll∵；：：1三；ぷ1已

、。，，28、1　141，，1481　11gl、．i。5

　272，836　122，831
271，155｜159，73・｝11，，。－1

　　　　｜　　1
　307，371　370，4S9　　　　　　　　　　5，747

1，594，983，885，898　360，731
　　　　　　1　　　．一　一

一
1〔〕，390

31・S4° 113・696

　6．Ol7

　4，S34

116，027

　事業税の事茱種別・所得階層別の課税状況をみると人員金額ともに低所得

層の比sT1：が大きく，特に第13表に明らかなように，個人’lt：業税についてはほ

ぼ半数の納税人員が40万円未満層によって占められ，このうち30万1’1未満‖・】

では半数，全体で！≦が所得税失格者，すなわち，先に指摘したような生活必

要最低経費より低い所得税課脱最低限で非課税となった零細所得への課税が

おこなわれている。

　そして，この「失格者」に対する課税は、いわゆる後進地域において特に

著しく，昭和39年度では，中部・近畿ブロックを除く全プロソクて’1］該日納

税人員の半数以上を占めている。

　とは云え，それては，東京・大阪等において低額所得層への厳しい課税が

ないということではない。昭和45年東京都は，「ii：業所得90万円未満という所

得税非課税水準以・ヒについて「減免措置」を講じていることが，まだ、京都

　　　　　　　　　　ゆ
とともに例外的である。

　次に，法人について、まず，’il：業形態別にみると，所得謀脱分2，898億2、iSOO

万円rl．1，普通法人分が2，817億9，700万円で，さらに2府県以上にわたる’li・裳
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規模をもついわゆる分割法人分が2，006億500万円となっており，自主税源の

乏しい道県が，大都市集中型の大企業の誘致に「狂奔」する根拠がうかがえ

る。

　所得階層別にみると1億円以上の普通分割法人が多いことは，40年度，100

億円以上の所得法人が70社を上回るという，すなわち，一方では零細所得事

業者が圧倒的であり，他方では，巨大所得事業が所得が圧倒的であるという

わが国の独占資本体制を典型的に示すものであって，巨大法人に対し特に過

重な賦課がなされているわけではない。

注ω　わが国と同様に法人擬制説に立ち，個人所得との間で完全調整を実施していた

　　　イギリスが，1965年カルドア教授の影響のもとに，法人実在説に転換し，法人利

　　　潤税を創設し，わが国でも税制調査会でこれの実施が検討された経緯がある。

　　（2）1971年の統一地方選挙における首都の争点の一つに，xN地方政府xNかxN中央政

　　　府の身替りか。Nという問題が大きくクローズ・アップされた。地方自治政府が勝

　　　利した。これは，その前の京都府知事選挙で，地方自治行政が，地方総合行政か

　　　が争点となり，地方自治行政が勝利したのと軌を一にする。

　㈲　国税営業税等いわゆる三税の地方税への移譲は，1900年代からの地方自治運動

　　　の中心的要求をなすものであったが，上述のように，その移譲は，民主々義運動

　　　の弾圧によって，第2次大戦後の諸改革まで待たなければならなかった。

　（4）　「地方税の性格として，偏在度の高い法人を所得税に多くを依存することは適

　　　当でなく，また，現在のわが国の法人課税においてはj地方税の比重が重すぎ

　　　る」（昭和31年度税制調査会答申）。

　（5）　「住民税や事業税は，その課税標準を国税に依存している部面が多いため，国

　　税の影響を自動的に受け，一地方団体における税制としては自主性・安定性に

　　乏しい」（昭和35年税制調査会第一次答申」）。かくして，昭和36年度から，国税

　　減税の影響庶断の「合理化」措置が講じられ，住民税の課税最低限の相対的引下

　　げ，事業税の増収措置が実施された。なお．木下和夫「事業税改革の方向」　（自

　　治省編『付加価値税に関する参考文献』収録）参照。

　（6）税制調査会基礎問題小委員会『審議報告』1971．6．

　（7）自治省税務局編『地方税制の現状とその運営の実態』（39年版）ページ208．

　（8）井藤半弥『租税論』木下和夫膝業税改革の方向』（同前）。

　⑨　恒松制治「地方税の問題点」（『租税研究大会記録（第17回）収録）

　　　　〃　　　「負担分任と地方自治」（『都市問題』1967．3収録）参照。
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　　このような事業税の付加税化の主張は’70年代の特殊な大都市財政需要の増嵩

　から破綻していると考えられるのであるが，恒松氏は「事業税は地方税に適する

　といわれるのは地方団体の公共投資の利益をうけると考えられるからであり，も

　しそうだとすれば，事業税は市町村の収納すべき税である方が望ましい」（『都市

　問題』1971．4）と考えを変えたように思われる。

⑩　企ての人煩祉会の存立の条件としての一般的共通な生産が特殊的生産を貫徹す

　るものであるが，この条件は，特殊的社会の本質ではない。最近のxN政策科学xx

　としての立論のなかには，生産力の著しい発展に口をうばわれ，特殊的生産の特

　徴を超階級的＝公共的生産条件（人間および家族の生産をも含む）とする考え方

　がある。

（11）租税特別措置による法人課税の軽減はこの性格をもつ。

（rz）拙稿「現代「1本財政の一局面」（『岐経大論集』第4巻第2号）ページ58参照。

⑬　すでに指摘したように租税特別措置による減収は，46年度予算で7，600億円余

　であるが．国税だけで143種もあり例えば輸出準備金にかかる特別措置でば，非

　課税で積立てが奨励され，「三井物産」は196g年10月からの半期で，14億・4，000円

　累積96億円も積立てている。あるいは，新口本製鉄は，課税特別措置法42条の5

　，こよって45～48｛卜間で，約15億円の免税を受けるといわれている。

第五節　所得課税の補完としての消費課税

　消費税は，商品（サーヴィスも含む）の消費に着目して，個人（所得）の

担税力に応じた負担を求めるものとされ，直接消費行為者に納税を求める場

合よりも，商品の価格に含めて消費者が租税を負担し，商品の製造，販売者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
が一括納税（義務者）するいわゆる間接税である場合が多い。

　わが国の戦後の消費税（間接税）は，いうまでもなく，1950（昭和25）年の

シャウプ税制勧告に多く規定されている。

　この勧告の骨子は，ア．個人（および法人）に対する所得課税（法人凝制

説に立っているため，法人所得は実質的租税負担能力がないものとされてい

る。このため，所得課税は個人所得税が事実上唯一のものとなる）を中心と

し、地方税として不動産（保有）税，住民税の直接を配す。イ．間接税は，

酒，たばこ等の大衆し好品の消費税，物品税（比較的必需品にたいする課
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税），ウ．合理性の少い，税収の少い租税は極力整理する，というものであ

った。

　ただし，地方税中，道府県税については，多少上の骨子の趣旨とは異なり

市町村の直接税中心にたいして，付加価値税，入場税，遊飲税，自動車税な

ど，消費税（流通税）を多く配置し，その後の税源充実に際しても，不動産

取得税，たばこ消費税，軽油引取税などを配置して来た。

　そこで，今日の日本における間接的消費税は1955年以降の高度資本蓄積期

の公共投資の財源として特別に増徴された目的税を含めて，個別的物品に対

する「個別的物品税」が中心となった。それは，ア．財政収入をあげること

が主たるu的とみなされるもので，大衆消費的な物品に課されるもの（電

気・ガス税，酒税，たばこ専売納付金（（たばこ消費税））），イ．奢｛多的・趣味

的・娯楽的な物品に課れるもの（物品税，入場税，料理飲食等消費税），ウ，

目的的あるいは受益者負担的なもの（揮発油税，軽油引取税，とん税）の三

種に大別出来ようo

　これら間接税は，1935（昭和10）年には，税収総額の45％（国・地方税），

うち地方税は7．1％（地方税中の）であったが，’69（同44）年では，国・地方

税の総額て33％，地方税総額中の間接税の11；！1合は23．7％となっている。

　国税では’58年の51．3％（直間比率）をピークに漸減傾向を示している

（比ぷ）が地方税では’94（r，　｝J　24）年の戦後混乱期を例外として，’50（同25）

年以降漸増傾向を示すといった対照的傾向がみられるのてある。

　このような比率の変化については，物品税が，消費の性質やその消費に示

される担税力に応じて税負担を求めるものとされながら，①産業用の物品は

非課税とされ，②高級奢｛多品課税は免税点が高いことが条件となっている，

③税収を日的とするものについては，悪税として国民の抵抗が強く，次第に

軽減され（電気・ガス税）あるいは，従量税率（酒税，たばこ消費税）であ

ること等によって，税収全体の伸びに較べ，その伸びが低かったためであっ

て，間接税の負担が軽減されてきたことを意味するものではない。
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　すなわち，電気・ガス税は，その創設の理由とは別に，今日ては、1所得

の伸びに相関し，かつ，税源の所在が普遍［’1勺・安定的な適切な地方税1とさ

れ，市町村税収の10～7％を占めているのであるが，免税点は，電気500円，

ガス，1，000円と著しく低く，税率は年々引下げられてきているとはいえ，

7％であること，およびr．，fi［要産業」等については「産業川非課税措1『Uが

適用されているという聞題がある。

　また，禁止的高率を適川すべきともいわれるたばこにかかる税（’・．191売納付

金，たばこ消費税），あるいは，従価税率を適川すべきとされている酒税は，

いつれも今日，大衆消費物品となっており，ビールー本の・」・売価格が125円，

税金が67円，決して低い税率とは云えない，たばこも同様である。この税収

を確保するために税務署は，納税義務者のみでなく，酒類販売店，たばこ販

売店まて統制する。

　担税者は，好・不況にかかわりなく，したがって個人所得の変動に対して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い
安定的かつ抵抗なしに税収が確保されているのである。要するに，今日の高

物価問題にもかかわらず，物品税の価格引上げ効果は“不明、とされ，税負
　　　　　　　　　　　くり
担感をともなわない「良税」とされるのである。

　このような，　「担税力」についての課税は以上の簡単な特微からも明らか

なように，低所得層に，T！：い，逆進的性格であって，データーは多少占いが，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タの
実質収入1万円層ては4．89％，同10万円層では1．18％と25％以ヒも逆進率を

示している。

　以下，多少，このr消費における担税力」すなわち，消費の拡大，X，所得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
水準の向上であり，間接税増徴の余地ありとする考え方の根拠となっている

実態を検討してみよう。

　国民の消費傾向は，総理府の「家計調査」によれば，1963（昭和3s）年か

ら’68年ては，ほとんど大きな変化はみられないが，強いて，その特徴をあ

げれば，食費ことに主食費が低下（100分比で△2．5％）し，f且1｝費（同1．4

％），交通，通信費が若干増加している。これは云うまでもなく，労働力，
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産業政策としての米作放棄の布石として米国からの輸入麦，バターなどの食

生活の転換が功を奏し，全国都市化にともない深刻な住宅不足が生じたとい

うことの表現であって，消費水準の向上などというきれい’li：ではない。

　また，物品税の課税標準額で，消費の具体的動向をみると，1969／1963の

指数で，「貴石・半貴石」の（729．4）を筆頭に，「ステレオー1「小型乗用車・1

「家具」　「遊技用具］「小型テレビ」および「ゴルフ用具」（260．7）まで，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け
一見すると「最近における消費の増大や高級品へのシフトの傾向」がみられ

るようである。しかし，これを税額てみると「小型乗川車11，155億円，「小

型テレビ」556億円，「小型冷蔵1車」141億円，「ステレオ等」126億円の順で，

インフレ・ヘッヂとしての宝石ブームの風評も実は僅かに116億円（全て昭

和44年度）にすぎず，一般的にr消費水準の高級化」というにぱあまりにも

「小型」であることがわかる。大都市における遠隔地，狭小住宅（いわゆる

核家族）の集中，バス等の大量通勤機関の機能マヒ・傾陽化などから，相当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふ多数の人々にとっては，これら税額ての上位「物ll？，　jが，生活必需品になっ

ているのであり、グロスとしてのこれら消費の指標は，それ以Lを意味する’

ものではないというべきであろう。

　したがって，さらに，消費（尖収入）をフ1三間収入5分位階級別勤労者世帯

についてみると，実収入（年間収入の12分0）1）第1階級が，1963年（27，

371円）から’69年（57．908円）へと2．12倍（30、537円）増に対して，第V階

級は同（88，827円）から（150，929円）へ，1．7倍（62，102円）増とtgってお

り、消費支出では第1階級が（23，748円）から（47，547円）へと2．0倍（23，

799円）増，第V陪級は（64，055［1］）から（102、375円）へ1．6倍（38，320Fl）

増大している○

　以上の各指標を通じ，1治屯IF均を」二川るのは5分位階級中の．上2階級のみ

しかも第IV階級は平均すれすれのところである。これをもってすると，低階

級ほど仲び率は高いが，上述の消費の「高水準化」に貢献しているのは極め

て少数の人々で，実態は「売らんかなの商魂」から出たキャッチ・フレーズ
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であって，科学的な検討に耐えるものとは云えない。

　以上，所得課税の補完といわれる消費課税について簡単にみてきたのであ

るが，個別的消費税体系をとるわが国の消費税は，才入日的の大衆商品への

比較的低率課税，（電気・ガス・交通税），免税点なしの大衆し好品高率従量

課税（酒・タバコ）をはじめとして高級物品への高率課税が実は，資本の不

均等発展の地域的変容に対応する大衆必需品の課税というように著しい大衆

的，逆進的性格を示し，所得課税の「補完」という意味は，先に指摘したよ

うな，所得税の水平的不公平を「補完」するということにあるのではなく，

所得税の大衆課税によっても「不足」する財源の「補完」というところにこ

そあるということが，ほぼ明らかにされたと考えられる。

　本節では検討されなかった，道路日的税源としての燃料説諸を含むr働車

関係税も，上のような観点から検討すべき残された問題であろう。

注山　税法1：の直接税・川接税の区別；よ便宜的なものであって，先にも指摘したよう

　　に，法人税もサミュエルソンによれば，個人配当所得の前払いか消費者へ転嫁さ

　　れるか，いつれ；こせよ，「問接税」となる。

　　②　消費税が，物財の消費にかたよることは，産業政策としてみると個別的生産日1

　　門間の不公平（転嫁がなさ，｝しないものとすれば）という問題のほかに，サーヴィ

　　　ス産業いわゆる第3次産業の浪費的労働力消費を助成する結果となり，　1最適条

　　件1を阻うということになる。

　　　この見地から，イギリスでは1966年雇用主を納｝1哉務者とする選別雇用手｝（を創

　　設した。

　　　わが国ても，宣伝．広告業はG．N．P．の1％をL川り，未課税の「｛∫力な税

　　源」として注目されつつある。

　⑧　酒税は，他のし好品課税（タバコ消費税等）と同標に「従量税」率によってい

　　　ることから税収をあげ難く，税収のウェイトが低下しつつあることは事実であろ

　　　う。（1947年清酒1級小売価格に占める∬‘i費税の割合は79．2％であったが，196，1

　　年でi．ll・i5．896，ビールは77．296から52．助6へ低下している）。

　　　　しかし，従filii税率にすれば，高級酒消費者からの増加が期待出来るというのは

　　　，｛こ当とはぢえられない，実際」1の従価税率のメリットは，物価騰貴によって酒類

　　　の販売価格が一L昇する場合，一・般に「安酒」も税が増大することによって税収増

　　が期待されることにある．、したがって，タバコ消費税の場合には，地方税として



現代日本税制における個人重課の性格　　77

　の特徴もあって，普遍的税収増のため，従量税率分が増大して来ている（もっと

　もこれは直接，たばこの価格とは関係なく，専売益金として国庫に入る分と地方

　の税収になる分との政府間配分の基準ではあるが）。

（4）今日の消費税・流通税率は，ほぼ10％をその「メド」としているといわれてい

　るが，昭和45年度，ビール1本小売価格125円のうち67円，たばこは富士79．0％

　かホープ，ピースの順で大衆たばこ，しんせい63．8，いこい58．6％（いつれも39

　年価格），急行料金10％，電気・ガス税7％必ずしも低率でないか，ビールにつ

　いては税率をみると日本52．3，アメリカ10．0，イギリス29．1，西ドイツ8．7（各

　％）。あるいは免税点が0または著しく低いものが決して少なくないのが特徴で

　あり，しかも，税負担感をともなわない逆進課税である。それにもかかわらず，

　個別的品口にたいする課税は，その転嫁が一義的に確定せず，また追求が困難で

　あるため，これを逆手にとって，徴収手続が煩雑であることと合せて，総合消費

　税への解消が検討されつつある。この場合，果して，所得税が大巾に軽減される

　かどうか，必需的生活物資の税率が低率に抑えられるかの2大視点を見失うべき

　ではない。

（5）　『税制調査会資料』昭和39．6．26．大蔵省，昭和37年度所得階層別間接税‘♪t担調

　参照。

（6）1971年7月30日の「長期税制答申」　（税1｛；ll調査会）では，それまで審議の過程

　で明らかとなった所得税も，その補完としての消費税も増税の余地ありとする考

　え方に若干修正を加え，所得税の減税と一般消費税の増税とを抱き合せにする考

　え方を強めたとい》っれる、朝n新聞7月31日，「説得力欠く長期税制答申」同，

　8月3日社説「長期ビジョンを欠く税調答申」参照。

（7）税制調査会基礎n｛］題小委員会「審議報告書」（最終）1971年6Jj，なお，これ

　については拙稿「高負担｛船rlと地方税」雑誌『都市問題研究』ユ971．　g月号で多

　少詳しく検討した。

（8）　「消費水準の高級化」の実態を知るためになお，都市階級別消費についてみる

　と44／38年で伸び率は町村1．93倍，小都市，中都市，大都市の順となっており，

　一般に国民の消費水準が向上したように見えるが，これも，冷蔵庫の普及率89．1

　％，テレビの普及率90．2％というように，必需品の消費が全国的であることの別

　の表現と解すべきである、

む す ぴ

以上，戦後わが国の税制について，その個人課税の実態を概観してきた。
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むすびとしてここに若干の展望をそえ，その問題点を要約しておきたい。

　国税・地方税をあわせると前掲第8表のような膨大な1’1然増収がありなが

ら，国庫にとって減収となるような減税は実施されず，自然増収の僅かに12

～ 17％（国税，例外的な比率は1966（昭41）年の不況対策としての2，000億円

減税（所得1，300億円）），所得税増収の20～30　％内の減税であり，地方税に

おいては’56（昭31）年以降4年間，独自の減税を実施せず（国税所得税，法

人税の「減税」が，住民税，］1：業税の「減収」となる），国税減税の影響庶

断措置を実施した’61（昭36）年以降は各種控除を物価騰貴等を考慮して手直

しすることを中心にr減税」し，’64（昭39）年以降ようやく，高度経済成長

の地域的結果としての資本，労働人口の大都市集中，農村の「過疎」を反映

した地方税一1主民税の超過課税一一1968（昭45）4ii島根県下，59市町村中

54，1970年全国で576市町村が，71年4月70余団体に減る一の統一措置が

講じられたにすぎなかった。

　その結果，周知のような二つの課税最低限が存在することとなり，所得税

は，生活必要最低経費の算定を放棄することにより，課税最低限は「最低生

活費を50％も上回ると主張され，住民税は「生活保護基準」等を上回ること

によって，最低生活必要経費非課税の原則は遵守されているといわれるよう

になった。

　新規中卒者の所得税負担，所得税失格者の住民税負担のような低所得階層

ての所得課税納税人口の拡大は，国民の算術平均的な「所得水準」の（tiJ上と

租税負担の垂直的公平を期する直接税，個人所得課税中心の戦後税制0）今後

も維持さるべき特質であるとされている。

　このような逆立した論理は，実は，「法人凝制説」を前提とする資本蓄積

推進のための法人税制と物価の一ヒ昇によって，低所得層から一挙に急上昇し

800万円を超えるとフラットな税率（実効税率）を示す（第14表参照）にあ

る。所得課税中心の税体系をとる米国の実効税率と比較するとこのことは一

層明瞭となる（次図参照）。すなわち，非常に低い税率（「」本は10％からアメ



リカは3．5％）から

はじまり，なだらか

な税率の累進を示し

ている。

　その上，わが国で

は，　「総合課税」の

原則は，各種の分離

課税措置によって形

骸化され，あるいは

キャピタルゲインの

非課税措置，本稿で

は考察されなかった

資産保有課税等特に

所得上層者に有利に

作用している。

　このように最も負

担の公平を確保しや

すいといわれる個人

所得課税が，その勘

心の垂直的公平の観

点からみて極めて大

きな問題を内包して

いるのである。

　このような個人所

得課税（国税所得税

と住民税）に加え，

実質的な所得課税で

　　　　　現代日本税制における個人重課の性格　　79
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　ある事業税は，法人事業税が同じく所得に係る租税累積の意味をもつとして

　も，全くその質が異なる。いいかえれば，法人の租税累積は，次第に軽減さ

　れ，その上，強大な政治的・経済的力能によって，いわば自在に転嫁されう

　る。これに対し，個人事業税は，零細事業経営の上に，著しく低い負税点で

　おおいかぶさり，それが所得税非課税者への「負担分任」として強行される。

　　住民税をも含めて「負担分任」原則は，たとえ容認されうるとしても現実

　はその破綻を証明しているのであるが，それによって，税税の応能原則に優

　先するものではありえない。

　　外形標準課税により，大規模企業の受益者負担的改革が検討されつつある

　ことは，この意味では正当性があると考えられる。

，　最後に，消費課税をも含めて，個人所得に対する課税は，国民所得の拡大

　＝担税力の増大の論理によって，大衆的・逆進的傾向を強め，別途受益者負

　担的租税，貢納金が拡大されつつあるが，これら膨大な税収を前提に，「ポ

　リシーミックス」として，租税の物価・所得政策と景気政策等への観点が優

　先されつつある今日，これら「才入増加」が，近代国家権力の物質的基礎の

　拡大であることを立脚点として，国家目的と公共的，あるいは，地方自治的

　目的との区別と同一性の観点から国家経費の検討，租税政策の官僚的運用過

　程の検討がますます必要となると考えられる。

　　　　　　　第15表　国税および地方税の勤労者と搾取者間の配分

租税の
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